平成２１年　職員の給与等に関する報告及び勧告の概要
１　公民較差等

	項目
	大阪府人事委員会
	（参考）  人事院勧告

	公民較差（月例給）

※ 較差 ＝ 民間給与 － 職員給与
	▲８８５円
	（▲０．２２％）
	▲８６３円
	（▲０．２２％）

	減額措置後
	２５，２９０円
	（　６．７３％）
	
	

	民間の特別給（ボーナス）支給月数
	４．１３月
	
	４．１７月
	


２　勧　告

	項目
	大阪府人事委員会
	（参考）  人事院勧告

	月例給
	○　給料表等の改定　【▲604円】
　　　・給料表の改定
給料表を人事院勧告に準じて改定　【▲309円】
教育職給料表の改定

　　　・給与構造改革時の現給保障額の減額　【▲295円】
○　住居手当の改定　【▲220円】
　　　・自宅（持ち家）に係る手当の廃止
○　はね返り分　【▲61円】
	○　給料等の改定　【▲596円】
　　　・給料表の改定

　　　・給与構造改革時の現給保障額の減額
○　住居手当の改定　【▲209円】
　　　・自宅（持ち家）に係る手当の廃止
○　はね返り分　【▲58円】

	特別給
	○　支給月数の改定

（年間支給割合）　4.50月→4.15月　【▲0.35月】
	○　支給月数の改定
（年間支給割合）　4.50月→4.15月　【▲0.35】

	実施時期等
	○　実施時期
・公布日の属する月の翌月の初日
（公布日が月の初日であるときは、その日）
○　所要の調整等
・本年4月からこの改定の実施の日の前日までの期間
に係る公民較差相当分を解消するため、所要の調整
を行うこと。
	○　実施時期

・公布日の属する月の翌月の初日
（公布日が月の初日であるときは、その日）
○　平成21年12月期の期末手当特例措置
・本年4月からこの改定の日の実施の前日まで
の期間に係る較差相当額を12月期の期末手
当の額で減額調整。　　　　　　



	勧告の
基本的な
考え方


	○　本年の勧告は、本委員会にとって、初めて月例給と
期末・勤勉手当をともに引下げる内容。職員にとっては　厳しい内容であり、職員の士気の高揚と組織活力の向上に留意し、勤務環境の整備に努め、また、人事管理の様々な場面におけるきめ細かな配慮が求められる。

同時に、社会の諸情勢がめまぐるしく変化する中、　　

従前にも増して、職員の勤務条件全般のたゆまぬ点検と必要な見直しが重要。

職員が地域主権の担い手として、府民の理解と信頼に裏付けられた勤務条件の下で、健康で活き活きと活躍することを期待。

○　本年の勧告では、説明責任を果たすことを特に意識。　どのような企業と比べているのかを、様々な工夫を講じて表した。今後とも、情報開示の一層の充実に努める所存。

また、公務員への労働基本権付与が現実味を帯びて議論されている中、本委員会としても、現行制度の再評価や新たな給与決定の仕組みの研究に取り組む。

	給与勧告は、労働基本権制約の代償措置として、職員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保する機能を有するものであり、従来より、給与水準の改定のみならず、給与制度の見直しについても対象として行っている。

公務員給与については、納税者である国民の理解を得る必要があることから、本院が労使当事者以外の第三者の立場に立ち、民間給与との精確な比較を基に給与勧告を行うことにより、適正な公務員給与が確保されている。勧告が実施され、適正な処遇を確保することは、人材の確保や労使関係の安定に資するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤となっている。




３　意　見　(要旨)

(1)　本年の給与改定について

ア　給与を取り巻く情勢等

我が国の経済は、昨年秋の世界同時不況から深刻に悪化。本年4月の「月例経済報告」（内閣府）では、「景気は、急速な悪化が続いており、厳しい状況にある」と示された。大阪府域では、倒産件数が本年4月の対前年同月比を大きく上回るなど厳しい状況。春季の妥結状況も6年ぶりに前年を下回る状況にあり、職種別民間給与実態調査においても同様の傾向。

一方、職員給与が民間給与を885円（0.22％）上回る状況にあり、所要の給与改定を勧告。減額措置後の職員給与は、民間給与を25,290円（6.73％）下回る状況。

イ　較差解消方策

年功的な昇給要因を抑制するとした給与構造改革の理念や国家公務員との均衡の観点から、人事院勧告準じて給料表を改定。併せて、給与構造改革時に講じた現給保障の差額受給者についても、差額算定の基礎となる給料月額を引き下げることが必要。

持ち家に係る住居手当は国家公務員との均衡や民間事業所で支給する割合が減少していることから廃止する必要。借家・借間に係る手当は、較差の状況を踏まえ、人事院の検討状況を注視。

また、医師確保の必要性を踏まえ、国同様、医療職給料表（一）の引下げ改定は行わない。
ウ　期末・勤勉手当

民間の特別給と均衡させるため、年間4.50月を0.35月引下げ4.15月分に改正。引下げ月数（0.35月分）から本年6月に凍結した月数（0.15月分）を減じた残りの月数（0.20月分）を本年12月期の期末・勤勉手当から差し引く。期末手当と勤勉手当との配分は人事院の勧告に準じて改定。
エ　改定の実施時期等

人事院は、遡及することなく、改正のための法律の公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日であるときは、その日）から施行。ただし、年間給与での均衡を図るための所要の調整を行うことが情勢適応に適うとして、4月から改定の施行日の前日までの期間に係る較差相当分を、本年12月期の期末手当支給額から減じるもの。本府においても、国と同様、較差解消のための改定を、改正条例公布日の翌月初日からとし、所要の年間調整を行うことが必要。
なお、年間調整にあたっては、本府独自の減額措置により、職員の年間給与が既に引き下げられていることを考慮。
(2)　給与制度等について

ア　時間外勤務手当支給割合等
時間外労働の割増賃金率の引上げ等を定めた労働基準法の一部を改正する法律が平成22年4月1日に施行。人事院は、月60時間を超える超過勤務に係る支給割合を引き上げ、当該支給割合の引上げ分の支給に代えて代替休を指定できる制度の新設を勧告。本府においても、労働基準法改正を踏まえた支給割合の改正が必要。代替休の制度は、地方公務員に適用される時期に合わせて導入すべき。

イ　教育職給与

①　教育職給料表

民間との給与較差を踏まえ、教育職給料表を全人連モデルに準じたものに改正。

教育委員会は、本年１月に「『大阪教育力』向上プラン」を策定し、早い時期から管理職候補者として必要な資質とスキルを身に付けさせるべく、来年度の任用から、府立学校の首席の資格年齢を、33歳以上から30歳以上へと引下げることとした。高等学校等教育職給料表の「特2級」の初号（1号給）を30歳に対応し得るものへと改めるよう勧告。
首席、指導教諭や主任など、学校組織の充実と公務運営の円滑化に向け設けられた職が、その機能を十分発揮しているかの検証が重要であり、教育委員会の果たす責任と役割がますます高まっている。本委員会としても、今後、教育委員会の取組みを注視する所存。
②　義務教育等教員特別手当

教員給与にメリハリを付けるとした中央教育審議会の方向に即し、国庫負担制度において、昨年に引き続き、義務教育等教員特別手当の支給額を一定割合引下げ。全国との均衡の観点から全人連モデルを参考に手当額を改定することが適切。改定にあたっては、任命権者において、大幅な給与減額が行われているという本府固有の実情に伴う種々の影響を見定めることが望まれる。

ウ　その他給与上の課題

①　級別標準職務表の検証と職務給原則の徹底
一律的な昇格として批判されてきたいわゆる「わたり」は、これまで一定整理されてきたものの、主査に適用する行政職5級が国の本省の課長補佐の職務の級という実態。現在の級別標準職務表は、同一の職務の級に複数の役職が混在していることや一つの役職段階が複数の職務の級にまたがるなど、府民に理解されにくいもの。給料が職務・職責に応じたものか、一律的な運用がなされていないか、改めて検討を要するもの。
今後も、級別標準職務表の検証を行い、府政の経営に適した最も効率的な組織設計と役職者構成の在り方を検討し、職務給の原則をより徹底した人事・給与制度の確立が必要。
②　特殊勤務手当の点検　
特殊勤務手当は、個々の手当の意義が薄れ時代にそぐわなくなることや、府民から見えにくい等との理由から種々の批判。各任命権者においては、個々の業務が真に業務の遂行に必要なのかを検証するなど適宜点検。府民の理解を得るには、手当創設の趣旨、民間の類似業務における支給状況など、絶えず検証を行い、必要に応じた見直しを行うべき。
本委員会も、休日勤務手当等との併給が指摘されている年末年始の勤務に対して支給する夜間特殊業務等手当等について、民間における支給実態を調査するなど、所要の研究を行う所存。
(3)　勤務環境の整備について
ア　育児・介護休業法改正

本年、民間労働者の育児休業の取得促進等を内容とする改正育児・介護休業法が公布。人事院も本年の勧告で意見の申出を行った。国家公務員の取扱いや地方公務員関係法令の改正の動向を注視し、仕事と家庭の両立支援に向けた勤務環境の整備が必要。「大阪府特定事業主行動計画」の改定に際しては、職員ニーズを踏まえた内容とすべき。

イ　特別休暇等

任命権者は、大阪維新プログラム（案）における人事制度改革の取組みの中で、休暇制度全般について検討。見直しに際しては、忌引休暇の見直しなど、本委員会がかねてから言及してきた課題への取組みなど、府民理解の得られる休暇制度となるようメリハリのある対応に留意して検討すべき。

ウ　時間外勤務の短縮

本年5月以降の「9時消灯」の取組を通じて、時間外勤務の実績が減少するなど、職員の疲労回復や健康増進などに一定の効果をもたらしているものと考える。職員がタイムマネジメント能力を高めるとともに、管理監督者においても、引き続き、時間外勤務縮減に向けた取り組みが必要。
エ　健康管理

疾病による休業者は精神疾患を要因とするものが多い状況。各任命権者ではストレス相談室を設け、専門の医師等が相談に応じるほか、管理監督者を対象にしたメンタルヘルスセミナーなど様々な対策に取り組んでおり、本委員会としても、参照すべき事例の収集、発信等の取組を引き続き進める所存。
メンタルヘルスとの関わりが大きいとして、最近、注目されている「パワー・ハラスメント」は、今日的な労働課題として捉えるべきとする指摘が少なくないが、法的な定義がないなど、なお研究の余地は否めないところ。引き続き、人事院等における先駆的な取組を注視すべきものと考える。
(4)　人事制度について
ア　人事評価制度
　　　　　国においては、本年度から、改正国家公務員法に基づき、「能力･実績主義の人事管理」に関する
諸制度が導入され、その柱として、任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とするための、新たな

人事評価制度がスタートした。

本府では、既に平成14年度から、人事評価結果を人材育成や人事管理に活用し、給与への反映も行っているが、人事評価制度では、「適正・公平な評価」が何よりも重要であることから、本委員会は、これまで、再三にわたり評価者の技量・意識の向上や、評価の寛大化傾向の是正について、任命権者に要請してきた。

今後も、任命権者において、制度が適切に運用されるよう、特に、評価の寛大化の是正や評価者間のばらつきの抑制を図るため、評価者研修を充実強化させるなど、継続的な取組みがなされることを求める。

　　　　　　　　　　

イ　多様な人材の活用

　　国と府の役割の見直し、市町村への権限移譲、民間企業やＮＰＯとの協働など、本府行政を取り巻く環境の変化を踏まえて、幅広い分野から多様な人材を確保する必要があることから、様々な経験や専門的知識を持った民間企業経験者、専門職大学院をはじめとする大学院出身者、法曹有資格者などを活用するための条件整備など、その方策について引き続き検討する。また、時代の要請に即した行政ニーズへの専門的かつ効率的な対応の観点から、特定任期付職員及び一般任期付職員の採用にも、積極的に取り組んでいく必要がある。

       多様な人材がその能力を発揮できるような職場環境の整備として、女性職員の登用がスムーズに行われる環境づくりが求められる。また、地方公務員法の改正の動きを注視しつつ、高齢期を迎える職員をどの様に活用するのか、併せて、雇用確保方策や任用制度、給与制度について幅広く検討する必要がある。







